
備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
海
事
産
業
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
海
上
運
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
四

十
三
号
）
の
施
行
の
日
（
令
和
三
年
八
月
二
十
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

特
定
高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム
の
開
発

供
給
及
び
導
入
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
三
十
条

第
一
項
、
海
上
運
送
法
第
三
十
九
条
の
三
十
六
第

一
項
、
造
船
法
第
三
十
一
条
第
一
項
、
株
式
会
社

国
際
協
力
銀
行
法
第
三
十
九
条
第
一
項
、
沖
縄
振

興
開
発
金
融
公
庫
法
第
三
十
三
条
第
一
項
、
独
立

行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
法
第
三
十
八
条
第
一

項
、
株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫
法
第
十
一
条

第
一
項
並
び
に
第
五
十
八
条
第
一
項
及
び
第
二

項
、
株
式
会
社
日
本
政
策
投
資
銀
行
法
第
二
十
七

条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
奄
美
群
島
振
興
開
発
特

別
措
置
法
第
五
十
七
条
第
一
項
、
独
立
行
政
法
人

住
宅
金
融
支
援
機
構
法
第
二
十
六
条
第
一
項
、
独

立
行
政
法
人
農
林
漁
業
信
用
基
金
法
第
二
十
条
第

一
項
、
独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構

法
第
二
十
六
条
第
一
項
、
国
立
研
究
開
発
法
人
情

報
通
信
研
究
機
構
法
第
二
十
条
第
一
項
、
独
立
行

政
法
人
通
則
法
第
六
十
四
条
第
一
項
（
独
立
行
政

法
人
国
際
協
力
機
構
、
独
立
行
政
法
人
奄
美
群
島

振
興
開
発
基
金
、
独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援

機
構
、
独
立
行
政
法
人
農
林
漁
業
信
用
基
金
、
独

立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
及
び
国
立

研
究
開
発
法
人
情
報
通
信
研
究
機
構
に
対
す
る
検

査
に
限
る
。）並
び
に
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法

附
則
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
監
査
を

実
施
す
る
。

す
る
法
律
第
三
十
条
第
一
項
、
株
式
会
社
国
際
協

力
銀
行
法
第
三
十
九
条
第
一
項
、
沖
縄
振
興
開
発

金
融
公
庫
法
第
三
十
三
条
第
一
項
、
独
立
行
政
法

人
国
際
協
力
機
構
法
第
三
十
八
条
第
一
項
、
株
式

会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫
法
第
十
一
条
第
一
項
並

び
に
第
五
十
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
株
式
会

社
日
本
政
策
投
資
銀
行
法
第
二
十
七
条
第
一
項
及

び
第
二
項
、
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
第

五
十
七
条
第
一
項
、
独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支

援
機
構
法
第
二
十
六
条
第
一
項
、
独
立
行
政
法
人

農
林
漁
業
信
用
基
金
法
第
二
十
条
第
一
項
、
独
立

行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
法
第
二
十
六

条
第
一
項
、
国
立
研
究
開
発
法
人
情
報
通
信
研
究

機
構
法
第
二
十
条
第
一
項
、
独
立
行
政
法
人
通
則

法
第
六
十
四
条
第
一
項
（
独
立
行
政
法
人
国
際
協

力
機
構
、
独
立
行
政
法
人
奄
美
群
島
振
興
開
発
基

金
、
独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
、
独
立

行
政
法
人
農
林
漁
業
信
用
基
金
、
独
立
行
政
法
人

中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
及
び
国
立
研
究
開
発
法

人
情
報
通
信
研
究
機
構
に
対
す
る
検
査
に
限
る
。）

並
び
に
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
附
則
第
二
十

条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
監
査
を
実
施
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報

（
指
定
金
融
機
関
に
係
る
指
定
の
申
請
等
）

第
二
条

法
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
指
定
申
請
者
」
と

い
う
。）は
、
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
こ
れ
を
国
土
交
通
大
臣
及
び
財
務
大
臣

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

定
款
及
び
登
記
事
項
証
明
書

二

申
請
に
係
る
意
思
の
決
定
を
証
す
る
書
面

三

役
員
の
氏
名
及
び
略
歴
を
記
載
し
た
書
面

四

法
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第
一
項
第
一
号
の
金
融
機
関
と
し
て
の
行
政
庁
の
免
許
、
認
可
、
承
認
そ
の
他
こ
れ

ら
に
類
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
免
許
等
」
と
い
う
。）を
受
け
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
、
当
該

免
許
等
の
申
請
の
状
況
を
明
ら
か
に
し
た
書
面
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面

五

指
定
申
請
者
が
法
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第
四
項
各
号
に
該
当
し
な
い
旨
を
誓
約
す
る
書
面

六

役
員
が
法
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第
四
項
第
三
号
イ
及
び
ロ
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
旨
を
当
該

役
員
が
誓
約
す
る
書
面

２

国
土
交
通
大
臣
又
は
財
務
大
臣
は
、
法
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
す
る
に
当
た
り
、
前

項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
必
要
な
書
類
を
提
出
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
業
務
規
程
の
記
載
事
項
）

第
三
条

法
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第
三
項
の
国
土
交
通
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と

す
る
。

一

導
入
促
進
業
務
の
実
施
体
制
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項

イ

導
入
促
進
業
務
を
統
括
す
る
部
署
に
関
す
る
こ
と
。

ロ

導
入
促
進
業
務
に
係
る
人
的
構
成
に
関
す
る
こ
と
。

ハ

導
入
促
進
業
務
に
係
る
監
査
の
実
施
に
関
す
る
こ
と
。

ニ

導
入
促
進
業
務
を
行
う
地
域
に
関
す
る
こ
と
。

ホ

導
入
促
進
業
務
に
係
る
相
談
窓
口
の
設
置
に
関
す
る
こ
と
。

二

導
入
促
進
業
務
の
実
施
方
法
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項

イ

貸
付
け
の
相
手
方

ロ

貸
付
け
の
対
象
と
な
る
資
金

ハ

貸
付
け
の
限
度
額

ニ

貸
付
け
の
手
続
及
び
審
査
に
関
す
る
事
項

三

貸
付
け
の
た
め
に
必
要
な
導
入
促
進
円
滑
化
業
務
に
よ
る
信
用
の
供
与
の
内
容
に
関
す
る
事
項

四

導
入
促
進
業
務
に
係
る
債
権
の
管
理
に
関
す
る
事
項

五

導
入
促
進
業
務
に
係
る
帳
簿
の
管
理
に
関
す
る
事
項

六

導
入
促
進
業
務
の
委
託
に
関
す
る
事
項

七

そ
の
他
導
入
促
進
業
務
の
実
施
に
関
す
る
事
項

（
法
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第
四
項
第
三
号
イ
の
国
土
交
通
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
者
）

第
四
条

法
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第
四
項
第
三
号
イ
の
国
土
交
通
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
精
神
の
機
能

の
障
害
に
よ
り
役
員
の
職
務
を
適
正
に
執
行
す
る
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う

こ
と
が
で
き
な
い
者
と
す
る
。

〇
財

務

省

国
土
交
通
省
令
第
一
号

海
上
運
送
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
七
号
）
第
三
十
九
条
の
二
十
四
第
一
項
、
第
三
十
九
条
の
二
十
五
第

二
項
、
第
三
項
及
び
第
四
項
第
三
号
イ
、
第
三
十
九
条
の
二
十
八
第
一
項
第
三
号
、
第
三
十
九
条
の
二
十
九
並
び
に
第

三
十
九
条
の
三
十
一
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
の

導
入
促
進
円
滑
化
業
務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
八
月
二
十
日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

国
土
交
通
大
臣

赤
羽

一
嘉

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
の
導
入
促
進
円
滑
化
業
務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
省
令

（
導
入
促
進
円
滑
化
業
務
の
実
施
に
関
す
る
方
針
）

第
一
条

海
上
運
送
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
七
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
三
十
九
条
の
二
十
四
第
一

項
の
導
入
促
進
円
滑
化
業
務
の
実
施
に
必
要
な
事
項
に
関
す
る
方
針
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も

の
と
す
る
。

一

導
入
促
進
円
滑
化
業
務
の
実
施
体
制
に
関
す
る
事
項

二

導
入
促
進
円
滑
化
業
務
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項

イ

貸
付
け
の
対
象

ロ

貸
付
け
の
方
法

ハ

利
率

ニ

償
還
期
限

ホ

据
置
期
間

ヘ

償
還
の
方
法

ト

イ
か
ら
ヘ
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
貸
付
け
に
関
す
る
事
項

三

導
入
促
進
円
滑
化
業
務
に
よ
る
信
用
の
供
与
の
対
象
と
す
る
貸
付
け
の
条
件
に
関
す
る
事
項

四

前
三
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
導
入
促
進
円
滑
化
業
務
を
効
果
的
か
つ
効
率
的
に
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な

事
項


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